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第3章　諸手当関係（管理職特別勤務手当）


○　通知

○　管理職員特別勤務手当の支給に関する運用基準

　　　　　　　　　　　　　（平成3年12月27日　3教総第565号　教育長）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　管理職員特別勤務手当の支給等に関しては、職員の給与に関する条例（昭和26年福島県条例第9号。以下「給与条例」という。）、福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和31年福島県条例第56号。以下「市町村立学校給与条例」という。）、職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第7号）及び市町村立学校職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第8号）に定めるもののほか、この基準の定めるところによる。
１　支給の対象

　管理職員特別勤務手当は、管理職員（給与条例第16条の３第１項又は市町村立学校給与条例第８条の７又は第１項に規定する管理職員並びに一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年福島県条例第85号）第３条第１項の規程により任期を定めて採用された職員（以下「特定任期付職員」という。）及び一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年福島県条例第78号）第３条第１項の規程により任期を定めて採用された職員（以下「第１号任期付研究員」という。）をいう。以下同じ。）が明示の指示により又は明示の指示が想定される状況下で臨時又は緊急の必要その他公務運営の必要により、週休日、祝日法による休日若しくは年末年始の休日又は祝日法に規定する休日若しくは年末年始の休日に代休日を指定されて当該休日の正規の勤務時間の全部を勤務した職員にあっては当該休日に代わる代休日（以下「週休日等」という。）又は週休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間（正規の勤務時間以外の時間に限る。）にやむを得ず勤務した場合に支給する。
したがって、臨時又は緊急の必要性がなく、管理職員の自由意志に基づいて行われた勤務又は週休日等における２時間に満たない勤務、直後の勤務日の始業時刻以降に処理できる業務等については、原則として支給しない。

（注）
　　ア　「臨時又は緊急の必要」による勤務とは、その業務が臨時又は緊急性を有し、週休日等、週休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間に処理を要することが明白である場合の勤務をいう。

　　イ　「公務の運営の必要」による勤務とは、週休日等において実施しなければ公務の正常な運営を確保できない勤務をいう。
２　支給対象勤務等の制限

(1)　次に掲げる業務を行うための勤務は、この手当の支給対象勤務とはしないものとする。

ア　各種資料の整理等

イ　通常の勤務日においても一般的に行われているデータの計測、機器の管理その他これに類する業務
ウ　所属機関以外の機関等が主催する諸行事（記念式典、表彰式、講習会等）等への儀礼的な参加又は出席（挨拶等を行う場合を含む。）

エ　所属機関が主催又は共催する諸行事等への開催事務担当者以外の立場での参加又は出席

（注）　「開催事務担当者」とは、管理職員自らが、諸行事等開催のための事務運営を行う場合、又は開催責任者等当該管理職員の参加若しくは出席がなければ、諸行事等の開催が不可能な立場をいう。（単なる待機、儀礼的な来客対応等は含まない。）

オ　宿日直勤務

カ　直後の勤務日の始業時間以降に処理できる業務や自宅等において他の職員に指示を行えば足りる業務

キ　舎監業務

(2)　出張中における週休日等の勤務については、その日の勤務時間が明確に証明できる場合に限り支給対象勤務とする。

３　支給額

管理職員特別勤務手当の支給額は、勤務１回につき、次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれに掲げる額とする。

ただし、週休日等において勤務に従事した時間が６時間を超える場合の勤務にあっては、それぞれの額に100分の150を乗じて得た額とする。

(1)　給料の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員（週休日等）
ア　１種の区分の特別調整額の支給を受ける職員　12,000円

イ　２種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員　10,000円

ウ　３種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員　 8,000円

エ　４種又は５種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員　6,000円

オ　６種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員　 4,000円
(2)　給料の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員（週休日等以外の日の午前０時から午前５時）
　 ア  １種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員  6,000円
　 イ  ２種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員  5,000円
　 ウ  ３種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員  4,000円
　 エ  ４種又は５種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員  3,000円　
   オ  ６種の区分の特別調整額（管理職手当）の支給を受ける職員  2,000円
(3)　特定任期付職員

ア　６号給以上の給料月額を受ける職員　12,000円

イ　５号給の給料月額を受ける職員　10,000円

ウ　２号給から４号給までの給料月額を受ける職員　8,000円

エ　１号給の給料月額を受ける職員　6,000円

(4)　第１号任期付研究員

ア　６号給以上の給料月額を受ける職員　12,000円

イ　４号給又は５号給の給料月額を受ける職員　10,000円

ウ　２号給又は３号給の給料月額を受ける職員　8,000円

エ　１号給の給料月額を受ける職員　6,000円

（注）
ア　「勤務１回」とは、次により取り扱うものとする。

(ｱ)　週休日等（二以上の連続した週休等を含む。）における勤務の始まりから終わりまでの連続した勤務（勤務の間に休憩時間等が３時間程度以上ある場合の勤務を除く。以下同じ。）を１回の勤務とする。

(ｲ)　週休日等以外の日から週休日等に引き続く勤務の場合にあっては、その週休日等の午前０時を勤務のはじまりとみなし、その時刻から終わりまでの連続した勤務を１回の勤務とする。

  　 また、週休日等に勤務をした後、引き続いて週休日等以外の日に引き続いて勤務をした場合にあっては、その引き続く勤務に係る手当（上記(2)）は支給しない。

(ｳ)　週休日等において勤務の始まりが二以上ある場合（勤務の間に休憩時間等が３時間程度以上ある場合の勤務を含む。）については、それぞれの勤務を１回の勤務とする。ただし、一の週休日等において勤務の開始が二以上ある場合は、その日における全ての勤務を１回の連続した勤務とする。

(ｴ)　週休日等以外の日の午前０時から午前５時において、勤務の開始が二以上ある場合は週休日等以外の日に始まる勤務の全てを連続した勤務とみなし１回の勤務とする。

イ　「勤務に従事した時間」とは、週休日等における実労働時間とする。

４　支給の方法等
(1)　管理職員特別勤務手当は、勤務した月の分を翌月の給料支給定日に支給するものとする。

(2)　所属長は、管理職員に前記１の勤務を命ずる場合には、管理職員特別勤務命令（実績・手当整理）簿（別記様式）によりその都度行うものとし、手当支給の計算に関する事項については一給与期間ごとに整理するものとする。

なお、福島県教育庁組織規則（昭和40年教育委員会規則第５号）第９条に規程する政策監及び教育次長にあっては、教育長を所属長とする。

５　その他
週休日において特に勤務することを命ずる必要が生じた場合は、原則として週休日の振替又は半日勤務時間の割り振りの変更により対応するものとする。

（附則）
（略）
　この基準は、平成27年4月1日から適用する。
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